
【就業者】

　・就業者数は6338万人。前年同月に比べ26万人の

　　増加。16か月連続の増加

　・雇用者数は5549万人。前年同月に比べ19万人の

　　増加

　・正規の職員・従業員数は3288万人。前年同月に

　　比べ40万人の減少。非正規の職員・従業員数は

　　1909万人。前年同月に比べ57万人の増加

　・主な産業別就業者を前年同月と比べると，

　　「製造業」，「医療，福祉」などが増加

【就業率】

　・就業率は57.2％。前年同月に比べ0.2ポイント

　　の上昇

【完全失業者】

　・完全失業者数は254万人。前年同月に比べ37万

　　人の減少。47か月連続の減少

　・求職理由別に前年同月と比べると，｢勤め先や

　　事業の都合による離職」が16万人の減少。

　　「自発的な離職（自己都合）」が14万人の減少

【完全失業率】

　・完全失業率（季節調整値）は3.6％。前月と

　　同率

【非労働力人口】

　・非労働力人口は4478万人。前年同月に比べ１万

　　人の増加。16か月ぶりの増加

　　　図１　就業者の対前年同月増減と就業率の 　　　　図２　完全失業者の対前年同月増減と
　　　　 　　対前年同月ポイント差の推移 　　　　　　 　完全失業率(季節調整値)の推移

　　　　　　 　　　

結  果  の  概  要

労　働　力　調　査　(基本集計)
平成26年(2014年)４月分（速報）　再集計結果※
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    そのため，2012年３～８月の対前年同月増減は，補完推計値を用いた2011年３～８月と比較した参考値である。 

4月 3月 2月 1月

就業者 6338 26 52 41 34
760 13 0 10 -16

5549 19 56 29 46
3288 -40 -22 -54 -94
1909 57 77 89 133

パート 944 22 21 28 37
アルバイト 375 10 39 31 39
労働者派遣事業所の派遣社員 114 9 -3 -14 -8
契約社員 277 13 16 28 49
嘱託 116 -2 -1 14 16
その他 84 6 5 1 0
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※人口推計（概算値）の公表値の訂正に伴う再集計結果である。（平成26年７月29日掲載） 

平成26年５月30日

総 務 省 統 計 局
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Ⅰ　就業状態別人口

　・前年同月に比べ，労働力人口は11万人(0.2％)の減少，非労働力人口は１万人(0.0％)の増加

　・15～64歳の労働力人口は57万人(1.0％)の減少，非労働力人口は59万人(3.0％)の減少

　・65歳以上の労働力人口は47万人(7.3％)の増加，非労働力人口は61万人(2.4％)の増加

Ⅱ　就業者の動向

　１　就業者数

　・就業者数は6338万人。前年同月に比べ26万人

　　(0.4％)の増加。16か月連続の増加。

　　男性は17万人の増加，女性は９万人の増加

表２　男女別就業者

図３－１ 就業者の推移（男女計） 

図３－２ 就業者の推移（男女別） 

-100

-50

0

50

100

150

200

250

300

350

400

6000

6100

6200

6300

6400

6500

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

（万人） 

対前年同月増減（右目盛→） 

（月） 

（2014年） （2012年） （2013年） 

（万人） 

（←左目盛）実数 

－男女計－ 

-100

-50

0

50

100

150

200

250

300

350

400

3300

3400

3500

3600

3700

3800

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

（万人） 

（月） 

（万人） 

（2014年） （2012年） （2013年） 

（←左目盛）実数 

対前年同月増減（右目盛→） 

－男－ 

-100

-50

0

50

100

150

200

250

300

350

400

2400

2500

2600

2700

2800

2900

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

（万人） 

（月） 

（2014年） （2012年） （2013年） 

（万人） 

－女－ 

表１ 就業状態別人口 
（万人，％，ポイント）

2014年 4月
(平成26年) 男女計 男 女 男女計 男 女

15歳以上人口 総数 11079 5345 5734 -4 -2 -2

15～64歳 7821 3942 3879 -113 -54 -59

65歳以上 3258 1403 1855 109 52 57

労働力人口 総数 6592 3778 2814 -11 -7 -4

15～64歳 5901 3355 2546 -57 -29 -28

65歳以上 691 423 268 47 23 24

就業者 総数 6338 3628 2710 26 17 9

15～64歳 5666 3219 2447 -16 -3 -13

65歳以上 673 409 263 43 20 22

完全失業者 総数 254 150 104 -37 -24 -13

15～64歳 235 137 99 -41 -25 -15

65歳以上 18 13 5 3 1 2

非労働力人口 総数 4478 1562 2917 1 2 0

15～64歳 1913 582 1331 -59 -27 -32

65歳以上 2566 980 1586 61 30 32

労働力人口比率 総数 59.5 70.7 49.1 -0.1 -0.1 0.0

15～64歳 75.5 85.1 65.6 0.4 0.4 0.2

65歳以上 21.2 30.1 14.4 0.7 0.5 0.8

就業率 総数 57.2 67.9 47.3 0.2 0.4 0.2

15～64歳 72.4 81.7 63.1 0.8 1.1 0.6

65歳以上 20.7 29.2 14.2 0.7 0.4 0.8

実数 対前年同月増減

（万人）

2014年 4月 対前年

(平成26年) 同月増減

　就業者 6338 26
　　男 3628 17
　　女 2710 9

実数
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　２　就業率

　・就業率(15歳以上人口に占める就業者の割合)

　　は57.2％。前年同月に比べ0.2ポイントの上昇

　・15～64歳の就業率は72.4％。前年同月に比べ

　　0.8ポイントの上昇。

　　男性は81.7％。1.1ポイントの上昇。

　　女性は63.1％。0.6ポイントの上昇

　

　３　従業上の地位

　・自営業主・家族従業者数は760万人。前年同月に比べ    　　

　　13万人(1.7％)の増加

　・雇用者数は5549万人。前年同月に比べ19万人(0.3％)

　　の増加。16か月連続の増加。

　　男性は3142万人。６万人の増加。

　　女性は2407万人。13万人の増加

　・非農林業雇用者数は5497万人。常雇は5098万人

　・常雇のうち，

　　無期の契約は3696万人。

　　有期の契約は1055万人

　４　雇用形態 　　

　・正規の職員・従業員数は3288万人。前年同月に比べ40万人(1.2％)の減少

　・非正規の職員・従業員数は1909万人。前年同月に比べ57万人(3.1％)の増加

　・役員を除く雇用者に占める非正規の職員・従業員の割合は36.7％
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図４ 就業率の対前年同月ポイント差の推移 

表３ 従業上の地位別就業者 

表４ 雇用形態別雇用者 

（万人）

2014年 4月 対前年

(平成26年) 同月増減

就業者 6338 26

　自営業主・家族従業者 760 13

　雇用者 5549 19

　　　男 3142 6

　　　女 2407 13

　　うち非農林業雇用者 5497 16

　　　常雇 5098 59

　　　　無期の契約 3696 -40

　　　　有期の契約 1055 97

　　　　役員 347 2

　　　臨時雇 334 -28

　　　日雇 64 -16

実数

（万人，％）

2014年 4月

　　(平成26年)

役員を除く雇用者 5198 17 … 2875 6 … 2323 11 …

　正規の職員・従業員 3288 -40 63.3 2275 -7 79.2 1013 -33 43.6

　非正規の職員・従業員 1909 57 36.7 599 13 20.8 1310 44 56.4

　　パート 944 22 18.2 102 7 3.5 842 15 36.2

　　アルバイト 375 10 7.2 187 -4 6.5 187 13 8.0

　　労働者派遣事業所の派遣社員 114 9 2.2 43 0 1.5 71 9 3.1

　　契約社員 277 13 5.3 153 13 5.3 124 -1 5.3

　　嘱託 116 -2 2.2 73 -1 2.5 43 -1 1.9

　　その他 84 6 1.6 41 -2 1.4 43 8 1.9

男女計 男 女

実数
対前年

同月増減
割合 実数

対前年
同月増減

割合 実数
対前年

同月増減
割合
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　５　産　業

図５　主な産業別就業者の推移

　６　従業者規模

　・企業の従業者規模別非農林業雇用者数及び対前年同月増減

　　  1～29人規模 ……… 1550万人と，８万人(0.5％)減少

　　30～499人規模 ……… 1852万人と，19万人(1.0％)減少

　　500人以上規模 ……… 1548万人と，42万人(2.8％)増加

表５　主な産業別就業者・雇用者
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Ⅲ　完全失業者の動向

　１　完全失業者数

　・完全失業者数は254万人。前年同月に比べ

　　37万人(12.7％)の減少。47か月連続の減少

　・男性は前年同月に比べ24万人の減少，

　　女性は前年同月に比べ13万人の減少

　２　求職理由

　・完全失業者のうち，｢勤め先や事業の都合による離職｣は47万人と，前年同月に比べ16万人の減少，

　　｢自発的な離職（自己都合）｣は90万人と，14万人の減少

　　　　　　表７　求職理由別完全失業者

表６　男女別完全失業者
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－男女計－ 

図６－２ 完全失業者の推移（男女別） 
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図６－１ 完全失業者の推移（男女計） 

図７ 主な求職理由別完全失業者の推移 

（万人）  

（万人）

2014年 4月 対前年

(平成26年) 同月増減

　完全失業者 254 -37

　　男 150 -24

　　女 104 -13

実数

（万人）

(平成26年)

完全失業者 254 -37

仕事をやめたため求職 173 -28

非自発的な離職 83 -15

定年又は雇用契約の満了による離職 37 2

勤め先や事業の都合による離職 47 -16

自発的な離職（自己都合） 90 -14

新たに求職 75 -8

学卒未就職 19 -3

収入を得る必要が生じたから 34 2

その他 22 -6

男女計

2014年 4月
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　３　年齢階級別

　・男性は「65歳以上」を除く全ての年齢階級

　　で，完全失業者数は前年同月に比べ減少

　・女性は「15～24歳」，「25～34歳」及び

　　「35～44歳」の年齢階級で，完全失業者数

　　は前年同月に比べ減少

 ４　世帯主との続き柄別

　・完全失業者のうち，２人以上の世帯の｢世帯主｣

　　は58万人と，前年同月に比べ６万人の減少

　　

Ⅳ　季節調整値でみた結果の概要

　１　就業者数

　・就業者数は6323万人。前月に比べ23万人(0.4％)

　　の減少

　・雇用者数は5560万人。前月に比べ26万人(0.5％)

　　の減少

　２　完全失業者数

　・完全失業者数は236万人。前月と同数

　・内訳をみると，「自発的な離職（自己都合）」

　　は４万人(4.4％)の減少。「非自発的な離職」

　　は前月と同数

　　

表８ 年齢階級別完全失業者（原数値） 

表９ 世帯主との続き柄別完全失業者 

及び完全失業率（原数値） 

表10 主要項目の季節調整値 

注）「非自発的な離職」は，「定年又は雇用契約の満了」及び「勤め先や事業 

  の都合」により離職した者である。 

  「新たに求職」は，「学卒未就職」，「収入を得る必要が生じたから」及び 

  「その他」の理由により新たに仕事を探し始めた者である。 

（万人）

2014年 4月

(平成26年)

　総　　数 254 -37 150 -24 104 -13

　　15～24歳 37 -13 23 -3 15 -9

　　25～34歳 57 -14 32 -11 25 -3

　　35～44歳 54 -7 29 -3 25 -4

　　45～54歳 47 -1 25 -3 22 2

　　55～64歳 41 -5 28 -4 13 0

　　65歳以上 18 3 13 1 5 2

(再掲)55～59歳 20 1 12 0 7 0

(再掲)60～64歳 21 -5 16 -4 5 -1

男 女男女計

実数
対前年

同月増減
実数

対前年
同月増減

実数
対前年

同月増減

（万人，％，ポイント）

完全失業者 完全失業率

総数 254 -37 3.9 -0.5

 世帯主 58 -6 2.2 -0.3

 世帯主の配偶者 39 -1 2.6 -0.1

 その他の家族 119 -31 7.0 -1.4

単身世帯 38 2 4.6 -0.3

２人
以上
の

世帯

2014年 4月
(平成26年)

対前年
同月増減

対前年
同月増減

（万人，％，ポイント）

4月 3月 2月 1月

就業者 6323 -23 14 13 -30

男 3626 -12 19 13 -4

女 2699 -10 -4 0 -23

うち雇用者 5560 -26 27 -6 -18

完全失業者 236 0 3 -9 -2

男 141 1 0 -6 1

女 94 -2 3 -4 -3

非自発的な離職 76 0 0 -4 3

自発的な離職（自己都合） 87 -4 1 3 -8

新たに求職 67 2 0 -3 2

完全失業率 3.6 0.0 0.0 -0.1 0.0

男 3.8 0.1 0.0 -0.2 0.0

女 3.4 0.0 0.1 -0.2 0.0

非労働力人口 4517 22 -18 -4 33

男 1578 12 -19 -8 7

女 2940 14 -2 5 24

季 節 調 整 値 実 数
対前月増減

－６－



　３　完全失業率

　・完全失業率は3.6％。前月と同率

　 （男女別）

　・男性は3.8％と，前月に比べ0.1ポイントの上昇

　・女性は3.4％と，前月と同率

　 （年齢階級別）

　・男性は「25～34歳」及び「45～54歳」の年齢階級で，完全失業率は前月に比べ上昇

　・女性は「25～34歳」，「45～54歳」及び「55～64歳」の年齢階級で，完全失業率は前月に比べ上昇。

　　また，「15～24歳」及び「35～44歳」の年齢階級で，完全失業率は前月に比べ低下

　　

　　

　　

　４　非労働力人口

　・非労働力人口は4517万人。前月に比べ22万人(0.5％)の増加
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図８ 完全失業率（季節調整値）の推移 

注）65歳以上の男女別の完全失業率（季節調整値）は，完全失業者数が少ないことから計算していない。 

表11 年齢階級別完全失業率（季節調整値） 

（％，ポイント）

2014年 4月

(平成26年)

　総　　数 3.6 0.0 3.8 0.1 3.4 0.0

　　15～24歳 5.8 -0.6 7.4 -0.1 4.4 -0.9

　　25～34歳 4.5 0.2 4.5 0.1 4.4 0.2

　　35～44歳 3.4 -0.2 3.2 -0.3 3.6 -0.2

　　45～54歳 3.3 0.3 3.0 0.3 3.6 0.3

　　55～64歳 3.2 0.1 3.6 -0.1 2.5 0.1

　　65歳以上 2.4 0.3 … … … …

男女計 男 女

実数
対前月
増減

実数
対前月
増減

実数
対前月
増減

－７－


